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災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の
推進事業費補助金
令和4年度概算要求額 50.5億円（42.0億円）

資源エネルギー庁 資源・燃料部
石油流通課
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部
政策課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

災害時において、道路等が寸断した場合に、LPガス充填所
やサービスステーション（SS）などの供給側の強靱化だけで
は燃料供給が滞る可能性があることから、需要家側におい
ても自家発電設備等を稼働させるための燃料を「自衛的備
蓄」として確保することは、災害時における施設機能の継続
を確実にする有効な方策です。

このため、避難所や多数の避難者・避難困難者が発生する
施設等の社会的重要インフラへの燃料備蓄を推進すべく、
LPガスタンクや石油タンク等の設置を支援します。

成果目標

多数の避難者が発生する避難所等への導入を促進するた
め、社会的重要インフラにLPガス・石油製品の「自衛的備
蓄」を促し、災害対応能力の強化を目指します。

国 民間企業等

補助
（定額）

民間団体
等

補助
(2/3、1/2等)

分散型エネルギーであるLPガス・石油製品を利用した、LPガス
タンク、石油タンク等の設置を支援します。

需要家側への燃料備蓄の推進

社会的重要インフラ

商業施設 公共施設

多数の避難者、避難困難者が発生する施設

自治体における防災の拠点となる施設

LPガスタンク 石油タンク 附帯設備
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○災害時に備えた社会的重要インフラへの⾃衛的な燃料備蓄の推進事業費補助⾦
（⽯油ガス災害バルク等の導⼊に係るもの）

【補助制度概要】
・補助対象施設︓①災害発⽣時に避難場所まで避難することが困難な者が多数⽣じる施設（医療・福祉施設等）

②公的避難所（地⽅公共団体が災害時に避難場所として指定した施設）
③⼀時避難所となり得るような施設（地⽅公共団体が災害時に避難所等として協定等を締結した施設）

⇒ 審査の際、以下のものは優先採択します。
①国⼟強靱化地域基本計画に基づき整備される施設及び事業
②災害対策基本法に基づき地震防災対策強化が指定されている市区町村に設置されるもの

・補助対象設備 ︓⽯油ガス災害対応バルク、ＬＰガス発電機、空調機器（ＧＨＰ（ガスヒートポンプ空調機）等）、
燃焼機器（調理機器、給湯器）、簡易スタンド等

・補助対象経費 ︓設備購⼊費及びその設置⼯事費等
・補助率 ︓１／２（中⼩企業者については２／３）
・補助⾦額上限 ︓①バルク及び供給設備のみ︓１０００万円
※各⼀申請当たり ②バルク及び供給設備＋発電機⼜は空調機器⼜は燃焼機器等︓５０００万円

③バルク及び供給設備＋発電機及び空調機器を同時設置︓１億円
【問い合わせ先】
◆補助⾦申請の⼿続等について

⼀般財団法⼈ エルピーガス振興センター 助成事業室
TEL︓０３－６４０２－３６２６
http://www.lpgc.or.jp/ （専⽤ＨＰ http://saigaibulk.net/)

◆補助制度について
資源エネルギー庁資源・燃料部⽯油流通課（液化⽯油ガス担当）
TEL︓０３－３５０１－１３２０（直通）

⾃衛的な燃料備蓄を促す⽀援制度（ＬＰガス）

（注）当該制度概要等は令和3年度当初予算のもの。
今後変更になることもあり得る。
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ＬＰガスバルク及びＬＰ発電機の活⽤イメージ

災害時においてもＬＰガスバルクとＬＰ発電機により、避難所等に電⼒、冷暖房、温
⽔、温かい⾷事が供給可能。ＬＰガス⾃動⾞も移動・連絡⼿段に使⽤可能

バルク貯槽＋発電機＋災害に強い機器（コージェネ、炊き出しセット、ＬＰガス⾃動⾞）

【病院（例）】【学校（例）】
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○災害時に備えた社会的重要インフラへの⾃衛的な燃料備蓄の推進事業費補助⾦
（⽯油製品（⽯油ガスを除く）を貯蔵するタンク等の導⼊に係るもの）

【補助制度概要】
・補助対象施設︓①災害発⽣時に避難場所まで避難することが困難な者が多数⽣じる施設（医療・福祉施設等）

②公的避難所（地⽅公共団体が災害時に避難場所として指定した施設）
③⼀時避難所となり得るような施設（地⽅公共団体が災害時に避難所等として協定等を締結した施設）

⇒ 審査の際、以下のものは優先採択します。
①国⼟強靱化地域基本計画に基づき整備される施設及び事業
②災害対策基本法に基づき地震防災対策強化が指定されている市区町村に設置されるもの

・補助対象設備 ︓⽯油タンク、⾃家発電機、燃焼機器
・補助対象経費 ︓設備購⼊費及びその設置⼯事費等
・補助率 ︓１／２（中⼩企業者については２／３）
・補助⾦額上限 ︓対象１施設につき タンク設備設置⼯事 １０００万円

設置するタンク設備と発電機等設置⼯事 ５０００万円
【問い合わせ先】

◆補助制度について
資源エネルギー庁資源・燃料部⽯油流通課
TEL︓０３－３５０１－１３２０（直通）

⾃衛的な燃料備蓄を促す⽀援制度（⽯油）
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（注）当該制度概要等は令和3年度当初予算のもの。
今後変更になることもあり得る。

◆補助⾦申請の⼿続等について
全国石油商業組合連合会 環境・安全対策グループ
TEL︓０３－３５９３－５８４８
http://www.zensekiren.or.jp/

http://www.zensekiren.or.jp/


年度
種別

2012
（H24）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2018
（H30補）

2019
（R1）

小 計 合 計

病院
１１ ６ １１ １３ １３ １０ ８ ２８ １００

１１４
０ ２ ３ ２ ３ ４ ０ ０ １４

福祉施設
４１ １５ ３６ ２６ ３７ ３４ ２０ ６４ ２７３

３００
２ ３ ３ ３ ８ ８ ０ ０ ２７

公共施設
６ １４ １１ ３ ８ ５ １ ７ ５５

６１
０ ０ ２ ０ ４ ０ ０ ０ ６

学校
５ ３ １ ０ ２ ０ １ １０ ２２

２３
０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

商業施設
１５ ３ ７ ５ ６ ２ １ ９ ４８

４８
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

事業所
４８ ５ １２ ４ １２ １１ ２ ２２ １１６

１３０
１ ０ ９ ４ ０ ０ ０ ０ １４

工場
２６ ０ １２ ５ ９ １３ ５ ５ ７５

８８
０ １ ４ ６ ２ ０ ０ ０ １３

宿泊施設
６ １ １ ２ １ ４ ２ １０ ２７

２８
０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

寺院・教会
１ ０ ３ ２ ２ １ ０ １ １０

１０
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他
２２ １ ６ ２ ３ ５ ２ ６ ４７

５４
１ １ ３ １ １ ０ ０ ０ ７

年度計 １８５ ５５ １２６ ７８ １１１ ９７ ４２ １６２ ８５６ ８５６

補助制度による導⼊実績【施設別】 ※ 平成24年度は補正予算（執行は平成25年度）
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補助制度による導⼊実績【都道府県別】
都道府県名 設置数 合計

北海道
４９

７８
２９

青森県
１９

２２
３

岩手県
２３

２６
３

宮城県
６１

６５
４

秋田県
１８

１８
０

山形県
１９

２１
２

福島県
１５

１７
２

茨城県
１６

２１
５

栃木県
２２

２３
１

群馬県
２３

２４
１

埼玉県
４５

４９
４

千葉県
２２

２４
２

東京都
３３

３５
２

都道府県名 設置数 合計

神奈川県
３８

３９
１

新潟県
３

３
０

富山県
１５

１５
０

石川県
６

７
１

福井県
０

０
０

山梨県
８

８
０

長野県
８

１５
７

岐阜県
２６

２６
０

静岡県
４１

４２
１

愛知県
２５

２５
０

三重県
１８

１８
０

滋賀県
９

１１
２

京都府
７

７
０

都道府県名 設置数 合計

大阪府
３２

３２
０

兵庫県
７

７
０

奈良県
１１

１１
０

和歌山県
１５

１６
１

鳥取県
５

８
３

島根県
１３

１３
０

岡山県
１０

１１
１

広島県
９

１０
１

山口県
４

４
０

徳島県
４

４
０

香川県
８

８
０

愛媛県
５

５
０

高知県
３

３
０

都道府県名 設置数 合計

福岡県
１６

１８
２

佐賀県
８

９
１

長崎県
８

８
０

熊本県
１６

２０
４

大分県
１１

１１
０

宮崎県
９

９
０

鹿児島県
５

５
０

沖縄県
５

５
０

合 計
７７３

８５６
８３

都道府県名

ＬＰ分

小計

石油分

【表の記載内容】

平成24年度補正及び平成26～令和元年
度に補助制度を利用して燃料タンクを設置
した施設数。
※平成30年度は補正予算を含む。
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